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3

① 我が国における米の状況



◯ コメの国内生産（稲作と水田）は、我が国の食料安全保障、食生活、農業・農村、国土・環境などに不可欠の
もの。日本人の歴史・文化とも密接な関係。

○ 我が国の食料自給率（平成30年度） ○ 我が国におけるコメの重要性

・農産物市場の開放と食料の輸入依存が進む中で、コメは100％近い自給
率を維持。
・コメは、先進国の中で最低レベルである我が国の食料自給率を支える、食
料安全保障の要。

・ 国民の主食であり、食文化の基礎
〔国産米は品質も高く、日本人の嗜好に最適。ご飯、
おむすび、寿司などの他、もち、和菓子（例．団子、白
玉）、米菓（例．せんべい、あられ）、日本酒などの原
材料。祝事や年中行事には赤飯、鏡餅、柏餅など。〕

・ 農業生産・農村経済の中核
〔農業生産額の約２割がコメ(H30)。全耕作地の半分
以上が田(R1)。全農業経営体の７割が稲作(H30)。〕

・ 稲作や水田の有する多面的機能
〔国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良
好な景観の形成、文化の伝承など、農村で農業生産
活動が行われることにより生ずる、食料などの供給の
機能以外の多面にわたる機能のこと（食料・農業・農
村基本法第３条）。〕

・ 日本人の歴史や文化と密接な関係
〔稲作の始まりにより社会（ムラ）・国家（クニ）が成立。
江戸時代の各藩はコメの生産量で表され（石高制）、
税もコメ（年貢）。豊作への感謝と祈りが、祭りの起源。
稲作での共同作業は、日本の組織文化の基礎。〕

米 小麦 大豆 野菜 果実

98% 12% 21% 73% 32%

畜産物 砂糖類 油脂類 魚介類 その他

15% 34% 3% 61% 22%

（参考）品目別供給熱量自給率

カロリーベース 生産額ベース

平成29年度

平成30年度 37％ 66％

38％ 66％

我が国におけるコメ
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(万トン)

政府米在庫量

余剰

余剰

○第２次（Ｓ54～58）過剰米処理
・処分数量：約600万㌧
・総損失額：約２兆円

○第１次（Ｓ46～49）過剰米処理
・処分数量：約740万㌧
（Ｓ43～45の過剰処理分含む）
・総損失額：約１兆円

政府米在庫量

総需要量

生産量

作況指数

注１．政府米在庫量は、外国産米を除いた数量である。
２．政府米在庫量は、各年10月末現在である｡ただし、平成15年以降は各年６月末現在である。
３．平成12年10月末の政府米在庫量は、「平成12年緊急総合米対策」による援助用隔離等を除いた数量である。
４．総需要量は、「食料需給表」（４月～３月）における国内消費仕向量（陸稲を含み、主食用（米菓・米穀粉を含む）のほか、飼料用、加工用等の数量）である。ただし、平成５年以降は国内消費仕向量のうち国産米のみの数量である｡
５．生産量は、「作物統計」における水稲と陸稲の収穫量の合計である。

米の全体需給の動向（昭和35年～）
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○ 主食用米の全国ベースの需要量は一貫して減少傾向にある。最近は人口減等を背景に年10万トン程度と
減少幅が拡大。

○ 米の販売価格は長期的に低下傾向で推移。

【主食用米の需要量の推移】 【米の販売価格の推移】

資料：（財）全国米穀取引・価格形成センター入札結果、農林水産省「米穀の取引に関する報告」
注１：平成２～17年産までは（財）全国米穀取引・価格形成センター入札結果を元に作成。
注２：平成18年産以降は出回り～翌年10月（令和元年産は令和2年2月まで）の相対取引価格の

平均値 。
注３：センター価格は、銘柄ごとの落札数量で加重平均した価格であり、相対取引価格は、銘柄ごとの

前年産検査数量ウェイトで加重平均した価格である。

資料：農林水産省「米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針」

（円/60kg）

（年産）

944 

913 

907 

886 

912 

872 

895 

862 

865 
852 

838 

855 

824 

814 

820 
813 

781 

787 783 

766 

754 

740 735 

650

700

750

800

850

900

950

1,000

H8/9 14/15 20/21 26/27 30/R１

（万トン）

（年）

最近は▲10万㌧／年程度

禁煙

近年は▲８万㌧／年程度 21,600

22,726

22,813

23,607

22,213

21,017
20,751

18,717

19,645

17,961

17,096

17,293

17,171

22,296

16,660

16,048

15,203

14,164

15,146

14,470

12,711

15,215

16,501

14,341

11,967

13,175

14,307

15,595
15,688

15,752 

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

H2 6 11 16 21 26 R1

米の需要量及び販売価格の動向
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7

（単位：万ha）

生産量
（万トン）

米粉用 飼料用
WCS用稲 新市場

開拓用 酒造用 その他

20 159.6 866 2.7 1.2 0.0 0.1 0.9 0.0 - 0.2 

21 159.2 831 2.6 1.8 0.2 0.4 1.0 0.0 - 0.1 

22 158.0 824 3.9 3.7 0.5 1.5 1.6 0.0 - 0.1 

23 152.6 813 1.2 2.8 6.6 0.7 3.4 2.3 0.0 - 0.1 

24 152.4 821 1.5 3.3 6.8 0.6 3.5 2.6 0.0 - 0.1 

25 152.2 818 3.3 3.8 5.4 0.4 2.2 2.7 0.1 - 0.1 

26 147.4 788 4.5 4.9 7.1 0.3 3.4 3.1 0.1 0.1 0.1 

27 140.6 744 4.5 4.7 12.5 0.4 8.0 3.8 0.2 0.1 0.0 

28 138.1 750 4.0 5.1 13.9 0.3 9.1 4.1 0.1 0.1 0.0 

29 137.0 731 3.5 5.2 14.3 0.5 9.2 4.3 0.1 0.1 0.0 

30 138.6 733 2.2 5.1 13.1 0.5 8.0 4.3 0.4 - 0.0 

元 137.9 726 3.3 4.7 12.4 0.5 7.3 4.2 0.4 - 0.0 

主食用米

備蓄米 加工用米
新規

需要米 稲発酵粗

飼料用稲 （輸出用米等）

H22年産

までは、
主食用米

として生産

用途

年産

注１： 主食用米については、統計部公表値。
注２： 備蓄米については、地域農業再生協議会が把握した面積。
注３： 加工用米及び新規需要米については、取組計画認定面積。
注４： 新規需要米の「酒造用」については、「需要に応じた生産・販売の推進に関する要領」に基づき生産数量目標の枠外で生産された玄米であり、

平成30年産以降は取りまとめていない。
注５： ラウンドの関係で、新規需要米の合計と内訳は合わない場合がある。

R

H

米の用途別・年産別面積の推移
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資料：農林水産省「作物統計」、「生産者の米穀現在高等調査」（22年産以降は「生産者の米穀在庫等調査」）、「農林業センサス」、「米穀の取引に関する報告」及
び全国出荷団体調べ等を基に推計。

注：１）平成21年産までの推計に用いた「生産者の米穀現在高等調査」と22年産以降の推計に用いている「生産者の米穀在庫高等調査」では調査対象農家の定義が異なる（前

者は10ａ以上稲を作付（子実用）している農家、後者は販売目的の水稲の作付面積が10a以上の販売農家が対象）ことから、22年産から推計手法を変更している。
２）生産段階には、このほか、①集荷円滑化対策による区分出荷米（17年産8万トン、20年産米10万トン）、②品質低下に伴う歩留り減（22年産米10万トン）がある。
３）ラウンドの関係で、計と内訳が一致しない場合がある。

【生産段階】 （単位：万トン）

年産 加工用米等 もち米 減耗

16 872 100.0% 636 72.9% 180 20.6% 56 6.4% 12 1.4% 27 3.1% 17 1.9%

17 906 100.0% 653 72.1% 183 20.2% 62 6.8% 13 1.4% 31 3.4% 18 2.0%

18 855 100.0% 631 73.8% 165 19.3% 59 6.9% 15 1.8% 27 3.2% 17 2.0%

19 871 100.0% 632 72.6% 174 20.0% 65 7.5% 17 2.0% 31 3.6% 17 2.0%

20 882 100.0% 636 72.1% 172 19.5% 64 7.3% 16 1.8% 30 3.4% 18 2.0%

21 847 100.0% 624 73.7% 161 19.0% 62 7.3% 16 1.9% 29 3.4% 17 2.0%

22 848 100.0% 594 70.0% 174 20.5% 71 8.3% 22 2.6% 32 3.8% 17 2.0%

23 840 100.0% 604 71.9% 170 20.2% 66 7.9% 16 2.0% 33 3.9% 17 2.0%

24 852 100.0% 616 72.3% 167 19.5% 69 8.1% 19 2.2% 33 3.9% 17 2.0%

25 860 100.0% 626 72.8% 165 19.2% 69 8.0% 21 2.4% 31 3.6% 17 2.0%

26 844 100.0% 616 73.1% 154 18.3% 73 8.7% 27 3.2% 30 3.5% 17 2.0%

27 799 100.0% 579 72.5% 146 18.3% 74 9.2% 25 3.1% 33 4.1% 16 2.0%

28 804 100.0% 582 72.3% 146 18.1% 77 9.6% 26 3.2% 35 4.4% 16 2.0%

29 782 100.0% 569 72.8% 139 17.7% 74 9.5% 26 3.3% 33 4.2% 16 2.0%

30 778 100.0% 576 74.0% 130 16.7% 73 9.3% 28 3.6% 29 3.7% 16 2.0%

生産量
出荷・販売 農家消費等 その他

【出荷・販売段階】 （単位：万トン）

年産

16 636 72.9% 390 44.7% 350 40.1% 40 4.6% 20 2.3% 7 0.8% 12 1.4% 226 25.9%

17 653 72.1% 405 44.7% 352 38.9% 53 5.8% 22 2.4% 8 0.9% 13 1.4% 226 24.9%

18 631 73.8% 384 44.9% 320 37.4% 64 7.5% 21 2.5% 9 1.1% 13 1.5% 227 26.5%

19 632 72.6% 378 43.4% 308 35.4% 70 8.0% 21 2.4% 9 1.0% 13 1.5% 232 26.6%

20 636 72.1% 390 44.2% 303 34.4% 87 9.9% 21 2.4% 8 0.9% 14 1.6% 224 25.4%

21 624 73.7% 372 43.9% 294 34.7% 78 9.2% 22 2.6% 7 0.8% 15 1.8% 230 27.2%

22 594 70.0% 369 43.5% 285 33.6% 84 9.9% 21 2.5% 6 0.7% 15 1.8% 203 24.0%

23 604 71.9% 351 41.8% 266 31.7% 85 10.1% 21 2.5% 6 0.8% 15 1.8% 232 27.6%

24 616 72.3% 352 41.3% 273 32.1% 79 9.3% 21 2.4% 6 0.7% 15 1.8% 243 28.6%

25 626 72.8% 373 43.4% 293 34.0% 81 9.4% 22 2.6% 7 0.8% 15 1.8% 231 26.8%

26 616 73.1% 369 43.7% 285 33.8% 84 10.0% 24 2.8% 9 1.0% 15 1.8% 223 26.5%

27 579 72.5% 344 43.1% 258 32.3% 86 10.7% 22 2.7% 7 0.9% 14 1.8% 213 26.7%

28 582 72.3% 338 42.1% 252 31.3% 86 10.8% 22 2.7% 6 0.8% 16 1.9% 221 27.5%

29 569 72.8% 315 40.3% 234 29.9% 81 10.4% 20 2.6% 5 0.7% 15 1.9% 234 29.9%

30 576 74.0% 298 38.3% 219 28.1% 80 10.2% 19 2.4% 5 0.6% 13 1.7% 259 33.3%

出荷・販売
全集連系業者農協 生産者

直接販売等販売委託 直販 販売委託 直販

米の流通の状況（平成16～30年産米）

H

H
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資料：農林水産省「作物統計」、「生産者の米穀在庫等調査」、「農林業センサス」、
「米穀の取引に関する報告」及び全国出荷団体調べ等を基に推計。

注１：集出荷業者には、全集連系を含む（ＪＡ等への出荷量317万トンのうち19万トンが全集連系）。
注２：「卸・小売等」には、中食・外食事業者及び加工事業者等を含む。
注３：ラウンドの関係で、計と内訳が一致しない場合がある。

農家消費（無償譲渡を含む。）

消

費

者

生

産

者

全
国
集
出
荷
団
体
等

集
出
荷
業
者

卸
・小
売
等

（778）

＜主食用うるち米＞

加工用米等、もち米等（集荷業者を通じて実需者に販売）

＜その他＞

224

8４

農家直売等

（無償譲渡）

73

317

224

93

259

130

160

中
食
・外
食

事
業
者

（参考）入手経路別の購入割合（複数回答）

対前年比
スーパーマーケット 52.7％（＋3.3％）
その他の小売店 19.6％（0.8％）
産地直売所 2.2％（▲＋0.2％）
インターネット 9.8％（▲0.2％）
生産者から直接購入 6.0％（▲1.1％）
無償譲渡 14.8％（▲1.4％）

※ 米穀安定供給確保支援機構調べを元に農林水産省で算出（平成30
年4月から平成31年3月の年平均）

9

99

（単位：万トン（平成30年産米））

米の流通経路別流通量の状況
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

H25

1月 5月 9月

H26

1月 5月 9月

H27

1月 5月 9月

H28

1月 5月 9月

H29

1月 5月 9月

H30

1月 5月 9月

H31

1月

R1

5月 9月

R2

1月

米 パン めん類

資料：総務省「家計調査」家計収支編

(注１) 二人以上の世帯の数値である。 (注２) 平成25年から令和元年については年間の購入数量・対前年比、令和２年１月は月間の購入数量・対前年同月比である。 (注３) 米は精米ベースである。

（グラム）

（グラム）

月間

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

令和２年

1月

購入数量 75,170 73,050 69,510 68,740 67,270 65,750 62,200 3,520

前年比 95.4% 97.2% 95.2% 98.9% 97.9% 97.7% 94.6% 90.0%

購入数量 44,927 44,926 45,676 45,099 44,840 44,526 46,011 3,652

前年比 100.3% 100.0% 101.7% 98.7% 99.4% 99.3% 103.3% 100.7%

購入数量 35,560 35,176 34,753 34,192 33,934 33,867 33,169 2,629

前年比 99.3% 98.9% 98.8% 98.4% 99.2% 99.8% 97.9% 102.0%
めん類

米

パン

年間

家庭における１世帯当たりの米、パン、めん類の購入量の推移
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資料：総務省「家計調査」

(注１) 二人以上の世帯の数値である。 (注２)平成25年から令和元年については年間の支出金額・対前年比、令和２年１月は月間の支出金額・対前年同月比である。 （注３）パンは、食パン及び他のパン（菓子パン等）である。

（円、％）

前年

(同月)比

前年

(同月)比

前年

(同月)比

前年

(同月)比

前年

(同月)比

前年

(同月)比

前年

(同月)比

前年

(同月)比

前年

(同月)比

前年

(同月)比

平成25年 895,860 +1.9 28,093 ▲2.2 27,974 ▲1.1 17,170 ▲2.2 1,193 ▲4.9 3,313 ▲1.3 78,948 +1.5 105,033 +0.4 165,246 +4.8 4,170 ▲3.4

平成26年 913,261 +1.9 25,108 ▲10.6 29,210 +4.4 17,295 +0.7 1,206 +1.1 3,430 +3.5 80,127 +1.5 108,066 +2.9 166,737 +0.9 3,712 ▲11.0

平成27年 937,712 +2.7 22,981 ▲8.5 30,507 +4.4 17,747 +2.6 1,234 +2.3 3,745 +9.2 83,027 +3.6 112,625 +4.2 169,626 +1.7 3,250 ▲12.4

平成28年 947,618 +1.1 23,522 +2.4 30,294 ▲0.7 17,606 ▲0.8 1,202 ▲2.6 4,061 +8.4 83,472 +0.5 118,296 +5.0 168,067 ▲0.9 3,583 +10.2

平成29年 946,438 ▲0.1 23,681 +0.7 29,957 ▲1.1 17,300 ▲1.7 1,146 ▲4.7 4,077 +0.4 83,087 ▲0.5 120,000 +1.4 168,646 +0.3 3,748 +4.6

平成30年 952,170 +0.6 24,314 +2.7 30,554 +2.0 17,368 +0.4 1,166 +1.7 4,282 +5.0 83,916 +1.0 122,930 +2.4 171,571 +1.7 4,099 +9.4

令和元年 965,536 +1.4 23,212 ▲4.5 32,164 +5.3 17,713 +2.0 1,170 +0.3 4,727 +10.4 87,469 +4.2 128,386 +4.4 176,917 +3.1 4,576 +11.6

令和2年1月 76,011 +0.3 1,402 ▲5.9 2,515 ▲0.7 1,335 +2.9 90 ▲3.2 384 +2.4 6,824 ▲0.7 10,424 +4.5 15,458 +4.8 396 +2.3

外食スパゲッティ（パスタ） カップめん ハンバーガー
食料 米 パン めん類 菓子類 調理食品

家庭における１世帯当たりの支出金額の推移
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◯ 世帯構成の変化（単身世帯の増加）、女性の社会進出（共働き世帯の増加）等の社会構造の変化により、食の簡
便化志向が強まっており、米を家庭で炊飯する割合が年々低下する一方で、中食・外食の占める割合は年々増加傾
向にある。

昭和60年度

中食・外食
15.2%

家庭内食
84.8%

平成９年度

18.9%

81.1%

平成30年度

70.0%

【米の消費における家庭内及び中食・外食の占める割合（全国）】

資料：農林水産省「米の１人１ヶ月当たり消費量」及び米穀機構「米の消費動向調査」

30.0%

【家族類型別にみた一般世帯の構成割合の推移】 【専業主婦世帯数と共働き世帯数の推移】

資料：国立社会保障・人口問題研究所「家族類型別世帯数および割合」

（％）

単 独

その他

夫婦のみ

ひとり親と子

夫婦と子

（万世帯）

資料：独立行政法人労働政策研究・研修機構「専業主婦世帯と共働き世帯」

共働き世帯

専業主婦世帯

米の消費における家庭内及び中食・外食の占める割合



3,351 2,993 3,216 3,027 3,212 3,262 3,100 3,233 3,212 3,124 3,059 2,782 2,844 3,286 3,294 3,040 3,050 3,234 

1,558 
1,473 1,338 1,360 

1,451 1,341 1,326 
1,690 1,640 1,491 1,438 

1,441 1,461 
1,601 1,538 

1,496 1,510 1,432 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H24年度

（平均）

25年度

（平均）

26年度

（平均）

27年度

（平均）

28年度

（平均）

29年度

（平均）

30年度

（平均）

31年

4月

R元年

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
R２年

1月 2月

家庭内 中食・外食

出典： 米穀安定供給確保支援機構「米の消費動向調査結果」
注：１ 平成24～30年度は各年4月から翌年3月までの平均値である。

２ 調査対象世帯の入れ替えや補充による調査結果の補正は行っていないため、調査結果の経年比較等の際には、留意が必要である。
３ 家庭内消費量については、調査当月の月初と月末の精米在庫量及び精米購入数量から把握、中食・外食の消費量については、調査当月の家庭炊飯以外で食べた米飯の数量から推計。
４ 集計に際しては、地域毎に世帯人員構成比が平成22年国勢調査「世帯人員構成比」に沿うよう調整した上で推計。
５ 四捨五入の関係で合計と内訳が合わない場合がある。

（精米ｇ／人）

合計 合計 合計

家庭内 中・外食 家庭内 中・外食 家庭内 中・外食

中食 外食 中食 外食 中食 外食

平成24年度 4,909 3,351 1,558 900 658 100.0 68.3 31.7 18.3 13.4 1.4 4.4 ▲4.4 ▲3.1 ▲6.1

平成25年度 4,466 2,993 1,473 846 627 100.0 67.0 33.0 18.9 14.0 ▲9.0 ▲10.7 ▲5.5 ▲6.0 ▲4.7

平成26年度 4,554 3,216 1,338 758 580 100.0 70.6 29.4 16.6 12.7 2.0 7.5 ▲9.2 ▲10.4 ▲7.5

平成27年度 4,386 3,027 1,360 793 567 100.0 69.0 31.0 18.1 12.9 ▲3.7 ▲5.9 1.6 4.6 ▲2.2

平成28年度 4,663 3,212 1,451 852 599 100.0 68.9 31.1 18.3 12.8 6.3 6.1 6.7 7.4 5.6

平成29年度 4,603 3,262 1,341 777 564 100.0 70.9 29.1 16.9 12.3 ▲1.3 1.6 ▲7.6 ▲8.8 ▲5.8

平成30年度 4,426 3,100 1,326 782 544 100.0 70.0 30.0 17.7 12.3 ▲3.8 ▲5.0 ▲1.1 0.6 ▲3.5

平成31年 4月 4,923 3,233 1,690 979 710 100.0 65.7 34.3 19.9 14.4 1.9 ▲4.4 16.9 13.4 21.8

令和元年 5月 4,851 3,212 1,640 968 672 100.0 66.2 33.8 20.0 13.9 5.6 0.6 17.1 15.0 20.4

6月 4,615 3,124 1,491 866 624 100.0 67.7 32.3 18.8 13.5 1.1 ▲2.6 9.6 5.4 16.0

7月 4,497 3,059 1,438 835 603 100.0 68.0 32.0 18.6 13.4 3.9 1.4 9.9 6.0 15.7

8月 4,223 2,782 1,441 822 619 100.0 65.9 34.1 19.5 14.7 0.9 ▲4.5 13.1 11.7 15.1

9月 4,305 2,844 1,461 842 620 100.0 66.1 33.9 19.6 14.4 0.3 ▲6.4 16.6 15.8 17.9

10月 4,887 3,286 1,601 960 641 100.0 67.2 32.8 19.6 13.1 10.3 5.3 22.1 22.0 22.3

11月 4,832 3,294 1,538 928 610 100.0 68.2 31.8 19.2 12.6 4.9 1.4 13.4 19.9 4.8

12月 4,536 3,040 1,496 856 640 100.0 67.0 33.0 18.9 14.1 3.0 ▲0.8 11.6 7.4 17.9

令和２年 1月 4,561 3,050 1,510 887 624 100.0 66.9 33.1 19.4 13.7 8.9 5.3 17.0 17.0 17.1

2月 4,666 3,234 1,432 810 622 100.0 69.3 30.7 17.4 13.3 4.5 1.6 11.6 8.4 16.0

精米消費量（ｇ） 内訳比率（％） 前年同月比（％）

米の消費動向 ①（１人１ヶ月当たり精米消費量の推移）（米穀機構による調査）

13



単位：％

平成31年 令和元年 令和２年

４月 ５月 ６月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

デパート 0.7 1.2 1.8 1.5 1.4 1.4 1.2 1.5 0.9 0.8 0.6 1.3 1.3 0.7 1.2 0.9 0.8

スーパーマーケット 47.4 48.7 48.1 49.7 49.4 52.7 50.2 50.8 50.4 51.2 50.6 51.1 50.0 48.8 48.9 47.2 48.7

ドラッグストア 3.8 4.1 3.7 3.7 4.3 4.8 6.0 6.8 5.9 6.1 6.3 5.3 4.8 6.4 5.3 5.9 5.6

ディスカウントストア 2.8 2.4 2.5 2.8 3.1 2.8 3.6 2.5 3.8 3.0 3.1 3.3 3.3 3.2 2.7 3.2 3.5

コンビニエンスストア 0.3 0.2 0.2 0.5 0.3 0.2 0.0 0.2 0.3 0.2 0.1 0.6 0.2 0.0 0.3 0.2 0.3

生協(店舗・共同購入含む) 7.1 8.2 7.8 8.1 6.9 6.5 6.5 6.1 6.5 6.1 4.4 6.2 5.7 5.4 5.8 5.8 5.7

農協(店舗・共同購入含む) 1.6 1.5 1.0 1.5 1.6 1.2 1.8 1.5 1.3 1.2 1.1 1.7 1.5 1.2 1.0 1.2 0.7

米穀専門店 3.8 3.5 3.7 2.7 2.8 2.7 3.0 2.0 2.0 1.9 1.9 1.6 2.3 2.2 3.2 3.1 2.8

産地直売所 1.8 2.0 1.5 1.8 2.0 2.2 1.7 1.3 1.1 0.7 0.9 0.9 0.9 1.1 1.1 0.8 0.8

生産者から直接購入 6.8 6.7 5.2 6.2 7.1 6.0 6.2 6.8 7.2 5.9 5.8 6.2 5.3 5.7 5.6 5.2 5.4

インターネットショップ 10.0 8.7 9.7 9.6 10.0 9.8 6.1 8.3 7.4 7.3 9.5 7.7 7.6 9.3 6.7 8.1 10.5

家族・知人などから無償で入手 20.8 19.5 20.3 17.2 16.2 14.8 15.4 16.2 16.6 18.5 21.1 19.0 20.3 18.4 18.8 18.9 16.0

その他 1.6 2.6 2.6 3.2 2.5 2.3 4.8 2.7 3.1 2.7 1.7 1.9 3.1 3.2 5.4 4.2 3.4

30年度

平成

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

【購入・入手経路 （複数回答））】

出典：米穀安定供給確保支援機構「米の消費動向調査結果」

（注）平成25～30年度は各年4月から翌年3月までの平均値である。

米の消費動向 ②（精米購入時の動向）
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平成31年4月 632 396 355 313 ※330 391 445 454 424 360 471 2,087

令和元年5月 639 383 335 387 ※802 414 441 495 430 372 466 1,929

6月 ※742 407 363 321 ※523 386 456 535 434 370 474 1,829

7月 ※852 393 347 334 ※996 392 475 408 ※415 335 529 1,738

8月 ※525 388 337 346 ※500 458 438 484 ※374 423 474 1,650

9月 464 390 368 316 ※475 386 495 513 ※402 331 455 1,579

10月 757 399 372 318 ※531 441 483 442 ※388 339 485 2,021

11月 ※542 411 367 280 － 422 467 442 474 418 568 1,868

12月 535 416 353 310 ※508 454 554 504 523 397 491 1,743

令和２年1月 ※662 402 349 327 ※528 437 500 441 ※421 394 473 1,665

2月 ※486 399 354 329 ※411 481 ※539 460 ※537 428 503 1,597

【家庭内の月末在庫数量】

出典：米穀安定供給確保支援機構「米の消費動向調査結果」
(注1)デパート、スーパーマーケット、生協は、実店舗の購入単価であり、インターネットを利用した購入は含まない。
(注2)購入単価は消費税を除く本体価格である。
(注3)表中の※付きの単価は、当該経路での購入割合が有効調査世帯数の１％未満に満たないため参考値とする。

出典：米穀安定供給確保支援機構「米の消費動向調査結果」
(注1)地域ごとの世帯人員構成比が平成26～28年度はH22国勢調査、平成29～令和元年度はH27国勢調査「世帯人員構成比」に沿うようウェイト

バック集計を実施した上で集計した。
(注2)平均世帯人員は、各月の有効調査世帯の平均人員数である。

【精米購入経路別の購入単価（複数回答）】

（kg/世帯、％）

（円/kg）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均 前年比

月末在庫数量 6.8 6.8 6.5 6.3 6.5 6.8 7.3 7.5 7.8 7.1 6.8 6.6 6.9 3.0

平均世帯人員 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 -

月末在庫数量 6.0 6.2 6.2 6.3 6.4 6.6 6.9 7.1 7.3 7.1 6.8 6.6 6.6 ▲4.3

平均世帯人員 2.40 2.40 2.40 2.40 2.40 2.40 2.41 2.41 2.40 2.41 2.41 2.41 2.40 -

月末在庫数量 6.5 6.4 6.2 6.2 6.2 6.2 6.7 7.0 7.7 7.5 6.7 6.6 6.7 1.5

平均世帯人員 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 2.41 -

月末在庫数量 6.1 6.2 5.9 6.0 6.0 6.1 6.7 6.8 7.0 6.9 6.4 6.4 6.4 ▲4.5

平均世帯人員 2.33 2.32 2.33 2.33 2.32 2.33 2.32 2.32 2.32 2.32 2.32 2.32 2.32 -

月末在庫数量 6.4 6.3 6.0 5.8 6.1 6.5 6.6 6.9 7.2 6.6 6.4 6.4 6.4 0.0

平均世帯人員 2.32 2.32 2.32 2.33 2.33 2.33 2.32 2.33 2.32 2.32 2.32 2.32 2.32 -

月末在庫数量 6.0 6.2 5.9 5.7 6.0 6.2 6.2 6.5 6.6 6.3 6.3 6.2 ▲3.1

平均世帯人員 2.33 2.33 2.33 2.33 2.33 2.33 2.32 2.32 2.32 2.32 2.32 2.33 -

27年度

28年度

令和

元年度

29年度

30年度

平成

26年度

米の消費動向 ③（精米購入経路別の購入単価、家庭内の月末在庫数量）
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（１)過去３ヶ月前（令和元年10月）と比較した令和2年1月の動き

（２）令和2年1月から３ヶ月後（令和2年4月頃）の見通し

（参考）前回調査 令和元年7月と比較した令和元年10月の動き

＊1. 赤字は、最頻値及びＤＩ値。

2.

○ 調査期間 令和2年1月20日（月）～令和2年2月10日（月）

ＤＩ（diffusion index）の算出方法：内閣府で発表している「景気ウォッチャー
調査」方式を採用した。具体的には、5つの回答選択肢に均等に0～1の評価点
を与え、各回答の構成比に対応するそれぞれの評価点を乗じ、それらの合計
を指数（％ポイント）としてＤＩ値を算出。それが50の場合は横ばい（現状維持）
を示す。0に近づくほど販売が低迷傾向にあることを示し、逆に100に近づくほど
販売が好調傾向であることを示す。

［調査の概要]

全国米穀販売事業共済協同組合が、米穀の販売・需要動向を多角的に把握することを目的として、同組合会員企業を対象に実施。
四半期ごとに継続的に調査。

○ アンケート回答数 60組合員

（算出例） 良くなる やや良くなる 変わらない やや悪くなる 悪くなる

評 価 点 A 1 0.75 0.5 0.25 0

結 果（構成比） B 17.8 20.0 20.0 22.2 20.0 

各DI値 C＝A×B 17.8 15 10 5.6 0

D  I  値 （合 計） 48.4→米販売の動きはほんの少し低迷傾向

１．現在（令和2年1月）の米販売量（前年同月との比較）
２．米販売の動き：過去３ヶ月前との比較 / ３ヶ月後の見通し

合計
良くなって

いる
やや良く

なっている
変わらない

やや悪く
なっている

悪くなって
いる DI値

100.0% 1.7% 13.3% 16.7% 31.7% 36.7% 27.9

合計 増えた
やや

増えた
変わらない

やや
減った

減った

100.0% 8.3% 13.3% 16.7% 26.7% 35.0%

合計 増えた
やや

増えた
変わらない

やや
減った

減った

100.0% 12.5% 2.5% 40.0% 20.0% 25.0%

100.0% 7.3% 10.9% 30.9% 27.3% 23.6%

100.0% 1.9% 5.7% 20.8% 45.3% 26.4%

100.0% 0.0% 13.6% 38.6% 22.7% 25.0%

合計 増えた
やや

増えた
変わらない

やや
減った

減った

100.0% 11.8% 3.9% 54.9% 21.6% 7.8%

100.0% 0.0% 22.8% 54.4% 12.3% 10.5%

100.0% 0.0% 5.5% 76.4% 14.5% 3.6%

（外食産業向け）

外食向け

中食向け

給食向け

集計結果

大手スーパー

中小スーパー

その他

（小売店向け）

＜仕向先別＞

米穀専門店

合計
良くなって

いる
やや良く

なっている
変わらない

やや悪く
なっている

悪くなって
いる DI値

100.0% 0.0% 35.0% 43.3% 20.0% 1.7% 52.9

（参考）前回調査 令和元年10月から３ヶ月後（令和2年1月頃）の見通し

100.0% 8.7% 26.1% 28.3% 17.4% 19.6% 46.7

100.0% 0.0% 13.0% 34.8% 41.3% 10.9% 37.5

主食用米の販売動向（米穀卸売業界調査）



資料：(株)KSP-SPが提供するＰＯＳデータに基づいて農林水産省が作成

(注1)（株）KSP-SPが提供するＰＯＳデータは、全国約1,031店舗のスーパー、生協等から購入したデータに基づくものである。
(注2) POSデータは、データ提供企業から遅れて報告されるものもあるため、 時点によって集計結果に若干のずれが生じることがあり、今後、修正されることもある。
(注3) POSデータの提供店舗数は、変動があることに留意が必要である。
(注4) 全POS取引平均価格は、POSデータで把握できる 全ての精米の販売について５kg袋販売時に換算した上で加重平均を行った価格である。
(注5) 価格に含む消費税は8%である。

円/5kg袋販売時換算(税込) 円/5kg袋販売時換算(税込)

北海道

ななつぼし

青森

まっしぐら

宮城

ひとめぼれ

秋田

あきたこまち

山形

はえぬき

茨城

コシヒカリ

新潟

コシヒカリ一般

全POS取引

平均価格

2月 2,038 1,772 1,915 1,971 1,948 1,896 2,170 2,027

3月 2,044 1,757 1,915 1,963 1,970 1,894 2,174 2,024

4月 2,022 1,762 1,926 1,965 1,936 1,835 2,186 2,019

5月 2,015 1,770 1,899 1,978 1,952 1,892 2,168 2,011

6月 2,019 1,771 1,884 1,959 1,921 1,899 2,213 2,006

7月 1,955 1,818 1,904 1,935 1,927 1,883 2,219 2,007

8月 1,956 1,765 1,918 1,955 1,905 1,894 2,239 2,010

9月 1,906 1,783 1,921 1,981 1,980 1,892 2,258 2,014

10月 1,963 1,835 1,954 1,987 1,754 1,897 2,202 2,031

11月 1,968 1,825 1,956 2,002 1,942 1,965 2,201 2,039

12月 1,998 1,824 1,971 2,003 1,917 1,979 2,220 2,079

1月 1,995 1,852 1,944 1,986 1,910 1,952 2,226 2,054

2月 2,005 1,783 1,960 2,039 1,945 1,971 2,233 2,069

+ 0.5% ▲ 3.7% + 0.8% + 2.7% + 1.8% + 1.0% + 0.3% + 0.7%

▲ 1.6% + 0.6% + 2.3% + 3.4% ▲ 0.1% + 4.0% + 2.9% + 2.1%

平成31年

前 年 同 月 比

令和元年

前 月 比

令和２年

新潟コシヒカリ一般 , 2,233 

平均価格 , 2,069 

秋田あきたこまち, 2,039 

北海道ななつぼし , 2,005 

茨城コシヒカリ, 1,971 

宮城ひとめぼれ , 1,960 

山形はえぬき, 1,945 

青森まっしぐら, 1,783 

1,700 

1,900 

2,100 

2,300 

2月

31年

3月 4月 5月

元年

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月

２年

2月

小売価格の推移（POSデータ）
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● 茶わん１杯のごはんを炊く前のお米（精米）の重さは ６５g くらいです。 ５㎏の精米は約

７７杯になりますので、 2,079円（小売価格の平均）のお米を買ってごはんを炊いた場合、

１杯当たりのお米の値段は 約２７円 となります。

○ ご飯は経済的な食べ物

＝ ＝

ミネラルウォーター（２ﾘｯﾄﾙ）93円 缶コーヒー 130円

出展：ミネラルウォーターは、総務省「小売物価統計調査（主要品目の東京都区部小売価格）30年度平均価格）
缶コーヒーは、街中の自動販売機等で販売されている一般的な価格

お茶碗約５杯お茶碗約３杯

※

コーヒー

※ 茶わん１杯のごはんは、精米65ｇ使用、５㎏当たり2,079円（ＰＯＳデータによるコメの平均小売価格（令和元年12月））で算出。

（参考） 茶わん１杯のお米の値段



19
上段（農家数） ： 千戸
下段（割合） ： ％

平成22、27年は、「農林業センサス」、その他の年は、「農業構造動態調査」の調査結果に基づくもの。

（農林業センサスは全数調査であるが、農業構造動態調査は標本調査である。）

ラウンドの関係で計と内訳の合計が一致しない場合がある。

注：

・ 都道府県全体では、一貫して農家数は減少（平成18年 1,369千戸→31年 761千戸）。
・ 北海道では10ha以上作付している農家が1/3を占め、全体に占める割合も倍増（平成18年 16.7%→31年 33.3%）。都府県では1ha未

満農家数が2/3を占めるものの、5ha以上作付している農家の数・割合が増加しており（平成18年 21千戸（1.6%）→31年 33千戸
（4.4%））、大規模農家の割合は増加傾向にある。

計 3㏊未満 3㏊～5㏊ 5㏊～10㏊ 10㏊以上 計 1㏊未満 1㏊～2㏊ 2㏊～3㏊ 3㏊～5㏊ 5㏊以上

18 4 4 6 3 1,351 987 250 59 34 21

(100.0) (22.2) (22.2) (33.3) (16.7) (100.0) (73.1) (18.5) (4.4) (2.5) (1.6)

18 4 4 6 4 1,308 943 246 60 37 22

(100.0) (22.2) (22.2) (33.3) (22.2) (100.0) (72.1) (18.8) (4.6) (2.8) (1.7)

17 4 4 5 4 1,259 904 231 63 37 24

(100.0) (23.5) (23.5) (29.4) (23.5) (100.0) (71.8) (18.3) (5.0) (2.9) (1.9)

17 3 4 5 4 1,225 880 226 59 35 24

(100.0) (17.6) (23.5) (29.4) (23.5) (100.0) (71.8) (18.4) (4.8) (2.9) (2.0)

16 4 3 5 4 1,144 843 190 54 35 22

(100.0) (25.0) (18.8) (31.3) (25.0) (100.0) (73.7) (16.6) (4.7) (3.1) (1.9)

17 5 3 5 4 1,141 827 194 53 37 29

(100.0) (29.4) (17.6) (29.4) (23.5) (100.0) (72.5) (17.0) (4.6) (3.2) (2.5)

15 4 3 5 4 1,042 763 174 48 33 24

(100.0) (26.7) (20.0) (33.3) (26.7) (100.0) (73.2) (16.7) (4.6) (3.2) (2.3)

14 3 3 4 3 1,013 732 171 50 34 26

(100.0) (20.0) (20.0) (26.7) (20.0) (100.0) (72.3) (16.9) (4.9) (3.4) (2.6)

14 3 3 4 4 982 702 170 50 33 27

(100.0) (20.0) (20.0) (26.7) (26.7) (100.0) (69.3) (16.8) (4.9) (3.3) (2.7)

13 3 2 4 4 939 660 159 50 36 35

(100.0) (23.1) (15.6) (31.4) (29.9) (100.0) (70.3) (16.9) (5.3) (3.8) (3.7)

12 3 2 4 4 859 593 153 50 33 30

(100.0) (25.0) (17.5) (29.2) (35.0) (100.0) (69.0) (17.8) (5.8) (3.8) (3.5)

12 3 2 4 4 805 551 143 47 33 31

(100.0) (23.3) (17.5) (33.3) (33.3) (100.0) (68.4) (17.8) (5.8) (4.1) (3.9)

13 3 2 4 4 777 527 140 45 33 32

(100.0) (23.4) (16.4) (27.3) (32.8) (100.0) (67.8) (18.0) (5.8) (4.2) (4.1)

12 3 2 4 4 749 503 137 44 33 33

(100.0) (22.5) (15.0) (29.2) (33.3) (100.0) (67.1) (18.2) (5.8) (4.4) (4.4)

都府県

平成18年

平成19年

平成28年

平成26年

平成27年

平成20年

平成21年

平成22年

平成23年

平成24年

平成25年

平成31年

平成29年

平成30年

北海道

販売目的で作付けした水稲の作付面積規模別農家数（平成18～31年）
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一経営体
当たり

作付面積

出典：平成30年産農産物生産費（第１報）

1.7ha 0.4ha   0.7ha    1.4ha 2.4ha    3.9ha 6.7ha 12.1ha 17.3ha 22.9ha 36.9ha

米の作付規模別60kg当たり生産費（平成30年産）

9,836 

14,788 
13,645 

10,549 
8,622 9,172 8,616 8,177 7,967 7,778 

8,699 

3,839 

8,102 

5,869 

4,509

4,023 3,223
2,862

2,585 2,446 2,167
1,267

15,352 

25,488 

21,823 

17,043

14,535
13,934

12,809
11,811 11,484 11,242 10,970

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平均 0.5ha未満 0.5～1.0ha 1.0～2.0ha 2.0～3.0ha 3.0～5.0ha 5.0～10.0ha 10.0～15.0ha15.0～20.0ha20.0～30.0ha 30.0ha以上

自己資本利子及び自作地地代

家族労働費

自己資本利子・自作地地代、家族労働費を除く生産費

（円/60kg）
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注１：田本地面積、水稲作付面積、麦、大豆、そばは「耕地及び作付面積統計」
注２：主食用米は「作物統計」
注３：加工用米、米粉用米、飼料用米、WCS用稲、備蓄米、輸出用米等は「新規需要米の用途別取組状況」
注４：飼料作物、なたねは「水田活用の直接支払交付金支払い実績」
注５：ラウンドの関係で合計が一致しない場合がある

対象作物 作付面積（万ha）

水稲作付面積 159.2

主食用米 138.6

加工用米 5.1

米粉用米 0.5

飼料用米 8.0

WCS用稲 4.3

備蓄米 2.2

輸出用米等 0.4

麦 17.1

大豆 11.8

飼料作物（飼料用米・WCS用稲を除く） 10.3

そば・なたね 3.9

その他（野菜、不作付地等） 39.4

作物別作付面積（二毛作※含む延べ面積）

※水田活用の直接支払交付金
の支援対象面積

田本地面積 227.3

水田の利用状況（平成30年度）
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主食用米：138万ha

○ 平成20年以降、主食用米の需要減少分は、飼料用米等の拡大で対応されている。こうした取組を進めることで、水田がフルに活用さ
れ、生産者等の主体的経営判断による需要に応じた米生産の推進が期待される。

※ 水稲、麦、大豆：「耕地及び作付面積統計」、主食用米：「作物統計」、加工用米、飼料用米等：「新規需要米の取組計画認定状況」、備蓄米：穀物課調べ

麦：17万ha

〔25年産〕 水稲作付面積：165万ha 加工用米：3.8万ha

主食用米：153万ha

加工用米：2.8万ha

主食用米：158万ha

加工用米：4.7万ha
飼料用米等：12.5万ha（8.0万ha）

〔23年産〕 水稲作付面積：163万ha

加工用米：3.9万ha

飼料用米等：6.6万ha（3.4万ha）

備蓄米：1.2万ha
〔24年産〕 水稲作付面積：164万ha

主食用米：152万ha

加工用米：3.3万ha
飼料用米等：6.8万ha（3.5万ha）

備蓄米：1.5万ha

〔26年産〕 水稲作付面積：164万ha

主食用米：147万ha

加工用米：4.9万ha
飼料用米等：7.1万ha（3.4万ha）

備蓄米：4.5万ha

〔27年産〕 水稲作付面積：162万ha

主食用米：141万ha
備蓄米：4.5万ha

主食用米：152万ha
飼料用米等：5.4万ha（2.2万ha）

備蓄米：3.3万ha

大豆：12万ha

〔28年産〕 水稲作付面積：161万ha

主食用米：138万ha
備蓄米：4.0万ha

飼料用米等：13.9万ha（9.1万ha）
加工用米：5.1万ha

〔22年産〕 水稲作付面積：166万ha

飼料用米等：3.7万ha（1.5万ha）

〔21年産〕 水稲作付面積：164万ha

主食用米：159万ha 飼料用米等：1.8万ha（0.4万ha）

〔平成20年産〕 水稲作付面積：164万ha

主食用米：160万ha 飼料用米等：1.2万ha（0.1万ha）

加工用米：2.6万ha

大豆：12万ha 麦：17万ha

大豆：11万ha

大豆：11万ha

大豆：11万ha

大豆：12万ha

大豆：12万ha

大豆：12万ha

大豆：13万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

麦：17万ha

加工用米：2.7万ha

〔29年産〕 水稲作付面積：160万ha

主食用米：137万ha
備蓄米：3.5万ha

飼料用米等：14.3万ha（9.2万ha）
加工用米：5.2万ha

大豆：12万ha

麦：17万ha

〔30年産〕 水稲作付面積：159万ha

主食用米：139万ha 備蓄米：2.2万ha

飼料用米等：13.1万ha（8.0万ha）
加工用米：5.1万ha

大豆：12万ha

※ 、（）は飼料用米のみの面積

22

〔令和元年産〕 水稲作付面積：158万ha 加工用米：4.7万ha
飼料用米等：12.4万ha（7.3万ha）

備蓄米：3.3万ha
麦：17万ha大豆：12万ha

水田の利用状況の推移
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政府備蓄米の現在の在庫状況

○ 政府米の備蓄については、適正備蓄水準を100万トン程度として運用（10年に1度の不作（作況92）や、通常程度
の不作（作況94）が２年連続した事態にも国産米をもって対処し得る水準）。

○ 備蓄運営については、政府による買入・売渡が市場へ与える影響を避けるため、通常は主食用途に備蓄米の売却
を行わない棚上備蓄を実施（備蓄米を供給するのは、大不作などの場合のみ）。

○ 基本的な運用としては、適正備蓄水準100万トン程度を前提とし、毎年播種前に21万トン（※）程度買入れ、通常
は５年持越米となった段階で、飼料用等として売却。

基本的な政府備蓄米の運用

※ 基本的な買入数量については、従来、毎年20万トン程度としてきたが、「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定」が平成30年12月30
日に発効となったことから、今後は「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づき、豪州に対する国別枠の輸入量に相当する量を加えた21万トン程度となる。

100
【現在の備蓄状況】

50

0
令和元年６月末

平成29年産　 19万トン　

平成30年産　 12万トン　

在庫量： 91万トン　

平成26年産　 12.5万トン　

平成27年産　 25万トン　

平成28年産　 22.5万トン　

【最近の買入数量】

平成25年産 18万トン　

平成26年産 25万トン　

平成27年産

令和元年産 19万トン　

平成29年産

平成30年産

25万トン　

22.5万トン　

19万トン　

12万トン　

平成28年産
３年持越米

４年持越米

５年持越米 　　　　飼料用等として売却

原則21万トン程度×５年間程度→100万トン程度

　　　　播種前契約による買入21万トン

１年持越米

２年持越米

政府備蓄米の運営について
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□ 平成24年度から、政府が買い入れる備蓄米の一部を活用して精米
（無洗米）形態での備蓄を実施

・備蓄量： 500トン（東日本大震災発生～4月20日までの被災地向け精米供給
量に相当）
・実施主体：政府所有米穀の販売等業務の委託を受けた民間団体等

□ 備蓄後一定期間を経過した精米については、非主食として販売
(大規模災害が発生した場合は、本来の目的どおりに被災地等に供給)

≪課題≫

≪背景≫
・東日本大震災発生後に、被災地から応急食料としての精米の供給要請
・大消費地である首都圏において一時的に米の品薄状態が発生

・大規模災害への備えとして、一定量の精米のストックが必要
・大規模災害発生直後に大都市圏で発生が想定される需要増加・精米
供給能力の低下に対応する体制の確保が必要

具体的なスケジュール（予定）

≪具体的な実施スキーム ≫

精米備蓄事業【令和２年度予算概算決定額：28百万】
食味等分析試験及び販売実証の結果概要

≪対応実績≫

・平成28年４月の「熊本地震」発生を受け、27年産約86トンを供給

(備蓄用精米の切り替えの時期はイメージであり、今後変更となる可能性がある。)
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東日本大震災を踏まえての災害時に対応した備蓄の検討




